
〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高
については、翌事業年度において収益化する予
定である。

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成20年度 費用進行基準
を採用した業
務に係る分

31¶464¶296 〇費用進行基準を採用した業務：全ての業務
〇運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額
が生じたことによる経費の減少等に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年
度に繰り越したものである。なお、中期計画で
予定した、本事業年度に実施すべき業務につい
ては、計画どおりに実施済みであり、業務の未
達成による運営費交付金債務の翌事業年度への
繰越額はない。
〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高
については、翌事業年度において収益化する予
定である。

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成21年度 費用進行基準
を採用した業
務に係る分

291¶137¶033 〇費用進行基準を採用した業務：全ての業務
〇運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額
が生じたことによる経費の減少及び期を跨いだ
物品等の契約済繰越等に伴い、運営費交付金の
収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越
したものである。なお、中期計画で予定した、
本事業年度に実施すべき業務については、計画
どおりに実施済みであり、業務の未達成による
運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はな
い。
〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高
については、翌事業年度において収益化する予
定である。

６．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員
(2¶974)
44¶115

(1)
3

(`)
`

(`)
`

職 員
(84¶505)
497¶143

(35)
60

(`)
`

(`)
`

合 計
(87¶479)
541¶258

(36)
63

(`)
`

(`)
`

（平成22年10月12日登録分）

登録
番号

登録を受けた者の名称
及び所在地

計量器の校正等を行う
事業所の名称及び所在
地

登録に係る区分 校正手法の区分の
呼称

0265 秋山衡材株式会社
東京都墨田区緑一丁目
13番11号

秋山衡材株式会社 校
正センター
東京都墨田区緑一丁目
13番11号

質量 分銅等

0266 日本計器株式会社
大阪府大阪市北区天満
三丁目11番12号

日本計器株式会社 Ｊ
ＣＳＳ校正室
大阪府大阪市北区天満
三丁目11番12号

温度 接触式温度計
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™
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˜
˜
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曜
日

(
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外
第

™
š
�
号
)

官
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（注１） 役員報酬基準の概要は、理事長919¶000円、理事782¶000円、監事726¶000円、非常勤監事
247¶000円を月額として支給しております。
その他諸手当及び退職手当については、「独立行政法人電子航法研究所役員給与規程」及
び「独立行政法人電子航法研究所役員退職手当支給規程」に基づき支給しております。

（注２） 職員に対する給与は、「独立行政法人電子航法研究所職員給与規程」、「独立行政法人電子
航法研究所職員退職手当規程」及び「独立行政法人電子航法研究所契約職員等就業規則」
に基づき支給しております。

（注３） 支給人員は、年間平均支給人員数によっております。
（注４） 非常勤役員及び非常勤職員については、外数として（ ）で記載しております。
（注５） 中期計画においては、法定福利費を含めて予算上の人件費としておりますが、上記明細

には、法定福利費は含まれておりません。

特定計量器型式承認

〇独立行政法人産業技術総合研究所公告第82号
計量法（平成４年法律第51号）第76条第１項の
規定に基づき、平成22年10月25日付けをもって次
のように特定計量器の型式を承認したので同法第
159条第１項第５号の規定に基づき公告する。
平成 22年 11月 10日

独立行政法人産業技術総合研究所
理事長 野間口 有

１、承認番号 第Ｄ1062号
２、名称 東洋精工株式会社
３、住所 福岡県北九州市戸畑区牧山海岸３番10

号
４、特定計量器の種類 非自動はかり

計量法第 143条第１項の規定に基づく登録の公告

〇独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 247号
計量法（平成４年法律第51号）第143条第１項の規定に基づき登録を行ったので、同法第159条第１
項第21号の規定に基づき公告する。
平成 22年 11月 10日 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長 安井 至

司法書士名簿登録等の公告

司法書士名簿に登録した者及び登録を取消した
者を司法書士法第18条の規定により次のとおり公
告する。
平成 22年 11月 10日

日本司法書士会連合会

登 録
登録番号 氏 名 登録番号 氏 名
平成22年10月８日付
函館 118 奥村 忠史 福島 649 藤田 訓佳
福島 650 倉茂 洋一 福島 651 塩野 隆
山形 396 樋口 泰栄 山形 397 市川 裕之
東京5541 伊藤 俊彦 東京5542 日野 俊介
東京5543 木村勇一郎 東京5544 新谷 幸志
東京5545 島倉 慶多 東京5546 外村 憲輔
東京5548 野村 幹雄 東京5549 平田 祐子
東京5550 半田 久之 東京5552 岡Ä 晶子
東京5554 中村 直孝 東京5555 脇 博喜
東京5556 林 幹 神奈川1613藤根 幹也
神奈川1614山本 未記 神奈川1618池田 洋輔
埼玉1268 山東 正彦 群馬 548 田端 克彦
新潟 593 相模 海 愛知1651 小林 由典
愛知1652 加藤 敬介 愛知1653 羽生 友紀
愛知1654 岡本 仁志 愛知1655 市野 雷太
三重 530 岡田 祝男 三重 531 森 均
三重 532 山本 正道 大阪3682 野藤 誠
大阪3683 田村 充弘 大阪3684 鶴丸 洋
大阪3685 田中 智子 大阪3687 村上知嘉子
兵庫1714 吉岡 吉輝 兵庫1715 金光 康太

Ÿ
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